
実に努め、高 判断能力の不十分な方が一方的に不利な契約を結ぶことのないよう、後見人等が本人の判断能力を補い、保
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 護する成年後見制度の利用を支援する。
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
認知症、知的障害、精神障害の状態により判断能力が不十分なため、日常生活を営むことに支障がある方で 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき人が発見された場合、担当課と連携し、早
、家庭裁判所に後見開始審判の申立てを行う２親等以内の親族がいない方を対象に、市長が家庭裁判所に後 期に家庭裁判所に後見開始等審判の申立てが行えるよう体制の充実を図る。
見開始等審判の申立てを行う。生活相談担当窓口における相談者の中で、成年後見制度の利用が必要と考え 当該年度 成年後見制度利用促進法施行に伴う対応について社会福祉協議会の「あびこ後見支援センター」、高齢者支
られる場合においては、担当課と連携し、制度利用に結びつける。 執行計画 援課、障害福祉支援課と検討すると共に、関係機関との連携強化を図りながら、法人後見の受任（市長申立

(3)事業内容 内　　容 また、成年後見制度利用促進法の施行に伴い、成年後見制度利用に関わる社会福祉協議会の「あびこ後見支 案件中心）、制度利用に関する相談や普及・啓発活動を実施する。
援センター」、高齢者支援課、障害福祉支援課と連携し、成年後見制度の普及および利用の推進を図る。 また、市民後見人養成講座を実施し、市民後見人の育成を図る。
【政策】 市民後見人養成講座受講者数 想定値 15当該年度
今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなくなること 単位 人

活動結果指標 実績値が想定される。このことから、市民後見人による後見の必要性があり、市民後見人を養成し、体制を整える

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき方が発見された場合、担当課との連携を図り早期に成年後見制 直接 市民後見人養成講座の受講者数 人 0 15
度利用へ結びつける。また、今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなく

平成32年度 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき方が発見された場合、担当課との連携を図り早期に成年後見制 直接 後見候補者としての登録数 人 5
度利用へ結びつける。また、今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなく

平成33年度 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき方が発見された場合、担当課との連携を図り早期に成年後見制 直接 後見候補者としての登録数 人 10
度利用へ結びつける。また、今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者数が増加することにより、専門職の後見人では賄えなく
・生活相談の充実と民生委員や施設職員、医療機関職員等との連携を図ることで、成年後見制度の利用促進に努める。

(7)事業実施上の課題と対応 ・関係団体と連携し、市民後見制度の推進を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0
成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3

＊ 市民後見推進事業業務委託 959 市民後見推進事業業務委託 959 市民後見推進事業業務委託 959

歳入 歳入 歳入
千葉県市民後見推進事業補助金 千葉県市民後見推進事業補助金 千葉県市民後見推進事業補助金
委託料×3／4 委託料×3／4 委託料×3／4

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3 合　　計 962 合　　計 962 合　　計 962
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 75 ％ 718 補助率 75 ％ 718 補助率 75 ％ 718
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3 244 244 244

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,059 2,018 2,018 2,018
(11)単位費用

1,059千円／人 134.53千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症や一人暮らしの高齢者等の増加、親族等による成年後見の困難な者が増加すると見込まれることなどから、成年後 ○①事前確認での想定どおり
見制度に関する相談がしやすい環境や成年後見制度が身近な制度として必要な方につなげられる体制づくりが求められて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ いる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 障害者自立支援法において、「成年後見制度利用支援事業」 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない は、市町村地域生活支援事業の必須事業。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 老人福祉法改正により、市町村の努力義務として、後見等に 　促進された

係る体制の整備を行うことが規定（老人福祉法第32条の２第 □④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
地域福祉推進の担い手として、民生委員や高齢者なんでも相談室等と連携を図っており、安定的な運営を継続できる組織
である社会福祉協議会に後見支援センターが設置された。今後、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられ

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 15 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,018 △959
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△90.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.74

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 357 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 権利擁護体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 成年後見制度利用の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,018 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 介護保険事業計画、障害者プラ

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充



る人に対し必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともにそ
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 の自立を助長する。また、働くことができる人に対しては、就職活動の支援を行う。
展開方向

・生活に困窮している市民あるいは市内に現在地を有する人から相談を受け付け、保護の申請に基づき、生 ・相談（主訴・ニーズの把握、生活保護申請の意思確認）➡申請受理➡ミーンズテスト（生活状況の把握、
活の状況、収入、扶養義務者の状況、稼働能力等を把握し、他法施策を検討の上、保護の要否を決定し、必 資産・扶養義務者・病状調査等）➡保護開始（生活保護基準に沿った最低生活基準決定・援助方針の樹立）
要な援助を金銭もしくは現物により給付する。併せて被保護世帯の問題を整理した上で援助方針を立て、自 当該年度 ➡訪問調査活動・自立支援（指導指示、自立支援、生活状況把握）➡自立による保護の停止・廃止
立に向けたケースワークを行っている。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・就労支援員を１名増員し、松戸公共職業安定所との協定に基づく就労支援を強化していく。（生活保護受
給者等自立促進事業）個々の能力や特性、ニーズに合わせた就労支援を行うことを目指し、就労支援プログ
ラムを継続して実施する。 生活保護を利用している世帯数 想定値 1,050当該年度

単位 世帯
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就職による保護が廃止となった世帯数 世帯 20 25

平成32年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就職による保護が廃止となった世帯数 世帯 30

平成33年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就職による保護が廃止となった世帯数 世帯 40

生活保護の利用者は、社会経験の不足や精神障害、発達障害、さまざまな環境要因による困難を抱えている。就労支援において
(7)事業実施上の課題と対応 は訓練等によって本人の適応力を高めるのではなく、多様な働き方を模索し、環境とのマッチングを行うような支援に切り替え 代替案検討 ○有 ●無

ていく必要がある。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助）
嘱託職員報酬（２号・１人） 2,167 嘱託職員報酬（２号・１人） 2,167 嘱託職員報酬（２号・１人） 2,173 嘱託職員報酬（２号・１人） 2,173
共済費 341 共済費 348 共済費 352 共済費 356
費用弁償費 160 費用弁償費 160 費用弁償費 162 費用弁償費 164

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,668 合　　計 2,675 合　　計 2,687 合　　計 2,693
国庫支出金 補助率 75 ％ 2,018 補助率 75 ％ 2,025 補助率 75 ％ 2,034 補助率 75 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 650 650 653 2,693

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 12.6 11.8 11.6 0
正職員人件費 110,880 103,840 102,080 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,668 2,668 2,722 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 113,548 106,515 104,767 2,693
(11)単位費用

108.14千円／世帯 101.44千円／世帯
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

この事業は、日本国憲法第２５条に規定されている「生存権（国民は、健康で文化的最低限度の生活を営む権利を有する ○①事前確認での想定どおり
）」の理念に基づき、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 助長することを目的としています。自立支援としては就労支援員による、就職活動の支援を行っています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 生活保護が必要な人には、保護を利用してもらえるよう、生活保護制度を正しく理解してもらうことで、生活保護利用に ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

対する抵抗感をなくしていく取組みが必要です。
近年では、高齢世帯は年々増加しており、糖尿病等の慢性疾患や精神疾患の割合が高く、療養期間が長期化するなど、医
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 就労支援においては、市内外の企業と連携しながら進めてい ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り る。また、就農等、市内での中間的就労の場の確保など市民 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 団体等との連携も強化している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自立支援においては、我孫子市の環境に合った自立のかたち ○①想定どおり
□②生き物と共存している を模索する必要があり、環境問題を扱う市民団体等との連携 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している を行っている。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(世帯) 目標値(b)(世帯) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(世帯) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 25 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 106,515 7,033
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

6.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.02

世帯 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 362 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活保護事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活保護事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 16 人 (換算人数 11.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 106,515 千円 (うち人件費 103,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 生活保護法に基づき生活に困窮してい



済環境の変化に対応し、多様化する福祉ニーズに的確に対応していくために、充分な進行管理のもと
施策目的・

(2)目的 がら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価します。また、施策 事業目的 に事業を進める。
展開方向

や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。
平成２７年度～３１年度までの５か年計画としてスタートした第５次健康福祉総合計画は、健康福祉部門・ 健康福祉総合計画推進協議会が、平成３１年度までの第５次健康福祉総合計画について健康福祉部門・子ど
子ども部門の個別計画の上位計画として位置づけし、同時に、社会福祉法第１０７条に基づく「地域福祉計 も部門の個別計画進捗状況などの報告や特に重要な案件の協議を行い、現状、課題、改善策などの情報共有
画」を兼ねて策定し、我孫子市社会福祉協議会が策定する「我孫子市地域福祉活動計画」との連携を図り推 当該年度 をすると共に、平成３２年度スタートの第６次計画策定について協議を行う。第６次計画策定にあたっては
進していく。高齢、子ども、障害、健康の取り組みの方向性を明らかにし、地域住民、社会福祉関係者、行 執行計画 、平成３０年４月施行、社会福祉法の一部改正による地域共生社会の実現に向けて、我が事・丸ごとの地域

(3)事業内容 内　　容 政などが相互に連携・協力し、安心とゆとりの健康福祉の実現に向け、総合的に推進することをめざす。  福祉推進の理念を踏まえ、地域住民が主体的に地域福祉に取り組む体制を整備する必要があるため、市民に
 アンケート調査を行い、市民意識や意見を踏まえて進めていく。
【政策】平成３１年度には、第６次計画の策定作業を実施する。平成３０年４月施行、社会福祉法の一部改 推進協議会開催回数 想定値 4当該年度
正による地域共生社会の実現に向けて、我が事・丸ごとの地域福祉の理念を踏まえ、現計画を見直し、第６ 単位 回

活動結果指標 実績値次計画を策定する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康福祉総合計画に掲載している施策が適正に効果的に執行されるよう進行管理を行う。 直接 事前評価における主要施策の実施率（実施された施策数／施策数） ％ 100 100

平成32年度 健康福祉総合計画に掲載している施策が適正に効果的に執行されるよう進行管理を行う。 直接 事前評価における主要施策の実施率（実施された施策数／施策数） ％ 100

平成33年度 健康増進・福祉サービスの提供などの達成度として、企画課が実施している次期「市民アンケート調査」における健康福祉施策 直接 評価改善達成率（評価改善を達成した項目数／項目数） ％ 100
の満足度において、「満足」「やや満足」の合計割合を平成２３年度調査結果より、各項目で約５ポイントの評価改善する。
健康福祉部門・子ども部門の個別計画進捗状況を充分把握するため、担当課と充分な連携に努める。現状、課題、改善策などの

(7)事業実施上の課題と対応 情報共有をする。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

健康福祉総合計画推進事業 健康福祉総合計画推進事業 健康福祉総合計画推進事業 健康福祉総合計画推進事業
○委員報酬費 ○委員報酬費 ○委員報酬費 ○委員報酬費
健康福祉総合計画推進協議会 84 健康福祉総合計画推進協議会 84 健康福祉総合計画推進協議会 84 健康福祉総合計画推進協議会 84
（3,500円×12人×2回＝84,000円） （3,500円×12人×2回＝84,000円） （3,500円×12人×2回＝84,000円） （3,500円×12人×2回＝84,000円）
○筆耕翻訳料 36 ○筆耕翻訳料 37 ○筆耕翻訳料 37 ○筆耕翻訳料 37
推進協議会会議録作成費 推進協議会会議録作成費 推進協議会会議録作成費 推進協議会会議録作成費
（16,500円×2時間×1回×1.08） （16,500円×2時間×1回×1.10） （16,500円×2時間×1回×1.10） （16,500円×2時間×1回×1.10）

実施内容
＊ 健康福祉総合計画アンケート調査委託 1,087

(8)施行事項
費　　用 ＊ 印刷製本費 491

＊ 委員報酬
健康福祉総合計画推進協議会 84
（3,500円×12人×2回＝84,000円）

＊ 通信運搬費
アンケート送信・返信用郵送料 425

予算(決算)額 合　　計 120 合　　計 2,208 合　　計 121 合　　計 121
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 120 2,208 121 121

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 3,960 3,960 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,080 6,168 4,081 4,081
(11)単位費用

4,080千円／回 1,542千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成３１年度までの第５次健康福祉総合計画は、健康福祉部門・子ども部門の個別計画（子ども総合計画、心も身体も健 ○①事前確認での想定どおり
康プラン、介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画、障害者プラン）の上位計画として、各計画の課題や施策の重要性や ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 総合的・統一的に調整を図り、健康福祉全体の現状，課題，改善策などの情報共有や子ども、健康、高齢、障害の各分野 ○要
   背景は？(事業の必要性) 別計画との連携を強化していくために必要である。これに加えて、市は社会福祉法の改正に伴う我が事・丸ごとの地域福 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

祉の理念を踏まえ、平成３２年度スタートの第６次健康福祉計画を策定する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
第６次健康福祉総合計画の策定にあたっては、市民のアンケート調査を実施する他、職員以外で構成される推進協議会の
意見を踏まえながら進めていく。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,168 △2,088
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△51.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.62

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 363 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 健康福祉総合計画の策定及び進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,168 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営を進めるため、行政評価や事業仕分け、各種審議会を活用しな 社会経



法及び自殺総合対策大綱の趣旨を踏まえ、策定した我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画（
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 平成31年度より5か年計画）に基づき、社会福祉課・健康づくり支援課・障害福祉支援課の３課が共同事務
展開方向

局として、関係機関や庁内関係課と自殺防止事業の横断的な連携を図り、自殺者の減少を目指す。
（１）　自殺対策協議会を開催し、関係機関との連携と情報の共有化を行う。 （１）自殺対策協議会による計画の進行管理
（２）　自殺対策庁内連絡会議を通じ、地域の自殺の現状や自殺対策事業について情報の共有化を図る。 （２）自殺対策庁内連絡会議による横断的な関係部署との連携強化
　　　　また、自殺対策事業の進行管理や情報提供など調整を行う。 当該年度 （３）自殺対策に関する啓発活動
（３）　ゲートキーパー（命の門番）研修や相談窓口一覧等啓発用物品の作成・配布等、自殺予防に関する 執行計画 　　　・ゲートキーパー養成研修を実施する。

(3)事業内容 内　　容 　　　　啓発活動を行う。 　　　・啓発用印刷物を各種講演会で配布及び公共機関窓口等に設置する。
【政策】我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画で掲げた、みんながゲートキーパーのまち「我孫子」を目 　　　
指すため、ゲートキーパー養成研修（希死念慮や自殺企図を抱えた方の心理状況や対処法等の自殺予防の知 自殺対策研修会の開催回数 想定値 2当該年度
識を深める。講師は企業や団体でのカウンセラー等）を各分野で行い、早期の段階で異変に気づき、適切な 単位 回

活動結果指標 実績値行動ができる身近な支援者を増やし、かけがえのない命を支え合います。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ハイリスク者の身近な人や行政窓口全体で、ゲートキーパーの役割を果たせるように、啓発や研修会などを実施する。 直接 研修会等に参加して、自殺予防（対策）に関する知識を高めた人の割 ％ 99.4 100
合（％）

平成32年度 ハイリスク者の身近な人や行政窓口全体で、ゲートキーパーの役割を果たせるように、啓発や研修会などを実施する。 直接 研修会等に参加して、自殺予防（対策）に関する知識を高めた人の割 ％ 100
合（％）

平成33年度 我孫子市の自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者数）の減少 直接 自殺死亡率の16.8（2014年～2016年の平均）から14.3（2020年～2022 14.3
年）へ減少

自殺に至る原因・動機は様々で複合的な要因が存在するため、それぞれの要因に応じた関係各課で対処する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 市民・職員一人ひとりが「ゲートキーパー」としての力を発揮できるよう、自殺予防対策を自らの問題・業務として受け止める 代替案検討 ○有 ●無

意識を持つことが重要である。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

研修会講師謝礼（補助対象） 100 自殺対策計画の進行管理 自殺対策計画の進行管理 自殺対策計画の進行管理
専門職相談会相談員報償費（補助対象） 30  自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会委員報酬費 56
自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会会議録作成費 37  自殺対策協議会会議録作成費 37  自殺対策協議会会議録作成費 37
会議等旅費 5 会議等旅費 5 会議等旅費 5 会議等旅費 5
啓発用リーフレット等作成費（補助対象 104 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 254 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 254 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 254
啓発用相談窓口一覧等印刷製本費（補助 26
自殺対策協議会会議録作成費 36 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】

実施内容 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対
＊ 【政策費】 ＊ 50,000円×3回 150 ＊ 50,000円×3回 150 ＊ 50,000円×3回 150

(8)施行事項
費　　用 ＊ 自殺対策計画策定業務委託費 2,949

＊ 自殺対策協議会委員報酬費 28  （政策費に係る歳入） （政策費に係る歳入） （政策費に係る歳入）
千葉県地域自殺対策強化事業費補助金 千葉県地域自殺対策強化事業費補助金 千葉県地域自殺対策強化事業費補助金

（政策費に係る歳入） 150千円×（1/2）＝　75千円 150千円×（1/2）＝　75千円 150千円×（1/2）＝　75千円
千葉県地域自殺対策強化事業費補助金
2,949千円×（2/3）＝　1,966千円

予算(決算)額 合　　計 3,334 合　　計 502 合　　計 502 合　　計 502
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 2,094 補助率 50 ％ 201 補助率 50 ％ 201 補助率 50 ％ 201
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,240 301 301 301

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,094 2,262 2,262 2,262
(11)単位費用

1,698千円／回 1,131千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国の「自殺対策基本法」及び「自殺総合対策大綱」の趣旨を踏まえ、総合的な自殺対策を推進するために、市の既存事業 ○①事前確認での想定どおり
を最大限に活かし、生きることの包括的な支援（自殺対策）とする「我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画～みんなが ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ゲートキーパーのまち「我孫子」を目指して～」を平成30年度に策定しました。計画では、自殺予防において家庭、地域 ○要
   背景は？(事業の必要性) 、学校、職場等、様々な場で、「いつもと違う」様子に気づき、必要に応じて専門機関等へつなぐ「ゲートキーパー」の ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

役割が重要とし、早期の段階で困っている人に気づく身近な支援者を増やし、様々な分野の人々や組織が密接に連携し、
かけがえのない命を支え合う取り組みを行うこととしています。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 医療関係者、民間相談事業所より委員の委嘱を行っている ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.4 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,262 2,832
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

前年度の自殺対策基本計画策定委託料分によるもの

55.59

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 4.42

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1645 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 自殺対策事業の進行管理 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 自殺対策事業の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成21年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,262 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 自殺対策基本



者、子どもといった「分野にとらわれない相談支援体制」を整備する。具体的には、自立相談
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 支援事業の実施、住居確保給付金の支給、子どもの学習支援、一時生活支援事業等を実施し、包括的な相談
展開方向

支援と、誰もが生活困窮に陥らない社会づくりを目指していく。
【必須事業】①自立相談支援事業：対象を限定しない包括的な相談支援を実施する。千葉県弁護士会と協力 【自立相談支援事業】自立生活のためのプラン作成【住居確保給付金】離職により住宅を失っ者に対して、
し、生活困窮者に対する法律相談を行う。【任意事業】②住居確保給付金：住居を喪失する恐れのある生活 有期で住居確保給付金の支給【弁護士相談事業】ＤＶ被害者、生活困窮者に対して弁護士による法律相談【
困窮者等に対し、一定期間家賃相当額を支給する。③子どもの学習支援事業：貧困の世代間連鎖を予防する 当該年度 子どもの学習支援事業】親の所得に関わらず、子どもに対する学習支援を市民と協働して行う。【一時生活
ための学習支援を市民と協働して行う。④一時生活支援事業：住宅を喪失してしまった人に対し、住居と食 執行計画 支援事業】住居を喪失してしまったＤＶ被害者、生活困窮者等に対して緊急シェルターを２部屋確保する【

(3)事業内容 内　　容 事を提供する。市直営で実施する借上げアパート２部屋を確保する。 子ども食堂活性化事業】市内で活動する子ども食堂に対し、「けやきプラザ１１階」のフリースペース及び
【その他】子ども食堂活性化事業：市内で活動する子ども食堂の取組を活性化するため、「けやきプラザ１ 厨房施設の提供を行う。
１階」のフリースペース及び厨房施設を子ども食堂活動スペースとして提供していく。 生活困窮状態から自立につながった割合 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活困窮状態からの自立につなげる 直接 生活困窮状態からの自立件数 ％ 80 100

平成32年度 生活困窮状態からの自立につなげる 直接 ％ 100

平成33年度 生活困窮状態からの自立につなげる 直接 ％ 100

生活保護水準以上の収入はあるものの、家計管理がうまくいかないために生活困窮に陥っているという相談ニーズが増加してい
(7)事業実施上の課題と対応 る。また、ひきこもり状態にある者や長期離職者に対する支援が求められている。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬：1号1人3号3人補助3人 7,972 嘱託職員報酬：1号1人　2号3人 7,948 嘱託職員報酬：1号1人　2号3人 8,131 嘱託職員報酬：1号1人　2号3人 8,131
共済費 1,314 共済費 1,155 共済費 1,340 共済費 1,340
住居確保給付金（負担率３/４） 3,444 住居確保給付金（負担率３/４） 1,722 住居確保給付金（負担率３/４） 1,722 住居確保給付金（負担率３/４） 1,722
緊急一時宿泊施設借上げ料金（２/３） 768 緊急一時宿泊施設借上げ料（２/３） 768 緊急一時宿泊施設借上げ料（２/３） 768 緊急一時宿泊施設借上げ料（２/３） 768
弁護士相談報償費（３/４） 384 生活用品レンタル（２/３） 139 生活用品レンタル（２/３） 140 生活用品レンタル（２/３） 140
生活用品レンタル（２/３） 136 消耗品費（自立・一時・学習） 165 消耗品費（自立・一時・学習） 165 消耗品費（自立・一時・学習） 165
消耗品費（自立・一時・学習） 111 光熱水費（２/３） 180 光熱水費（２/３） 180 光熱水費（２/３） 180

実施内容 光熱水費（２/３） 180 食料費（２/３） 214 食糧費（２/３） 214 食糧費（２/３） 214
食料費（２/３） 213 保険料（一時・学習） 49 保険料（一時・学習） 49 保険料（一時・学習） 49

(8)施行事項
費　　用 保険料（一時・学習） 49 修繕料（２/３） 20 修繕費（２/３） 20 修繕費（２/３） 20

修繕料（２/３） 20 費用弁償 93 費用弁償 93 費用弁償 93
費用弁償 238 研修負担金（３/４） 63 研修負担金（３/４） 63 研修負担金（３/４） 63
研修負担金（３/４） 50 学習支援員報償費（１/２） 1,352 学習支援員報償費（１/２） 1,400 学習支援員報償費（１/２） 1,500
学習支援員報償費（１/２） 960 研修講師報償費（３/４） 30 研修講師報償費（１/２） 30 研修講師報償費（１/２） 30
研修講師報償費（１/２） 30 弁護士法律相談委託料（３/４） 384 弁護士法律相談報償費（３/４） 384 弁護士法律相談報償費（３/４） 384

0

予算(決算)額 合　　計 15,869 合　　計 14,282 合　　計 14,699 合　　計 14,799
国庫支出金 補助率 0 ％ 9,589 補助率 0 ％ 8,825 補助率 0 ％ 8,840 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,280 5,457 5,859 14,799

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.4 1.8 1.8 1.8
正職員人件費 12,320 15,840 15,840 15,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 9,286 9,286 9,471 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,189 30,122 30,539 30,639
(11)単位費用

281.89千円／％ 301.22千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民からの相談ニーズは、複雑化・複合化し、高齢者、障害者、子どもといった分野ごとの相談支援体制では対応に限界 ○①事前確認での想定どおり
がある。包括的な相談支援を実施することで、誰もが支援のスキマに陥らず、地域の中で孤立することがない地域社会の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 実現に大きく寄与するため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 段階的に事業の委託を検討していく。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 特に子どもの学習支援事業においては、事業の設計段階から ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 市民といっしょに手法を検討してきた。市民と協働すること ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り で、市民ニーズを的確にとらえることができ、また、事業費 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している を大きく削減することができた。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている フードバンク等の活用や、不要な食品回収を行っており、食 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 品ロスの軽減となっている。また、子ども食堂の活性化を行 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している い、子ども食堂で使用する農産物について、農家等の市民か

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ら、積極的に寄付を受けている。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 30,122 △1,933
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

生活困窮者自立支援法に基づく補助金を積極的に活用することで、事業の拡大と
充実を目指していく。

△6.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.33

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2103 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活困窮者自立支援事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活困窮者自立支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,122 千円 (うち人件費 15,840 千円）⑦事業費
総事業費 2,264 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 高齢者、障害


